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にかほ市とホームページリニューアル業務に関する契約締結のお知らせ 
―― ＩＣＴ分野における自治体へのサービス領域を拡大 ―― 

 
 

株式会社サイネックスは、秋田県にかほ市(市川雄次市長)と「にかほ市ホームペー

ジリニューアル業務」に関する契約書を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

 

1.背景 

にかほ市のホームページは、平成 27年 11月のリニューアル以降 6年が経過しています。この

間、情報化社会の急速な進展により、ホームページが持つ役割はより重要なものとなりました。 

新たな「にかほ市ホームページ」は、誰にとっても分かりやすくアクセスしやすいよう情報を

掲載するとともに、市が力を入れている広報誌のように、人々を惹きつけるデザインにリニュー

アルすることを目指しています。併せて、さらなる情報化社会の高度化を見据え、にかほ市の他

のホームページ等へ掲載情報を容易に提供できる機能を有し、機械判読のしやすさや情報の二次

利用のしやすさを向上させることを目的としています。以上を実現するためには、ホームページ

を運営管理するコンテンツ・マネジメント・システム（ＣＭＳ）が不可欠であり、システムの更

新をすることに至りました。 

一方、当社グループは、パブリック・プライベート・パートナーシップの理念に則り、自治体

との官民協働事業として住民への行政情報の提供を目的とした行政情報誌『わが街事典』をはじ

め、子育てガイドブックや健康情報誌等を発行する出版事業や、『公式ホームページのリニュー

アル』、住民からの問い合わせ対応をおこなう『AIチャットボット』の構築、ふるさと納税の情

報提供サイト『わが街ふるさと納税』の運営等、ICTソリューション事業を展開しております。 

 

 

2.経過および目的 

上記事業について、多くの官民協働事業実績を有する当社は、地域住民のニーズ把握や ICTソ

リューション技術を活かした事業展開についてのノウハウを有しており、自治体のホームページ

制作事業を拡大推進しております。 

このような活動のなか、自治体の広報・情報発信・プロモーションの分野でも自治体ニーズに

対応して、住民サービスの向上に貢献すべく、にかほ市と業務委託契約の締結に至りましたこと

は、にかほ市にとりましても情報発信力強化に繋がるものと考えております。 

 

 

  

 

 

News Release 



3.自治体ホームページ構築実績 

【平成 28 年（2016 年）】 

岩手県紫波町 

 

【平成 29 年（2017 年）】 

北海道根室市、青森県三戸町、石川県羽咋市、青森県つがる市、沖縄県北中城村 

 

【平成 30 年（2018 年）】 

福島県富岡町、石川県小松市、福島県南相馬市、岩手県北上市、福島県下郷町、山形県高畠町、 

山形県金山町、長崎県時津町、北海道恵庭市、熊本県山江村、静岡県伊東市、三重県紀北町 

 

【平成 31 年～令和元年（2019 年）】 

長野県駒ケ根市、沖縄県今帰仁村、秋田県小坂町、福島県相馬市、奈良県御杖村、 

北海道弟子屈町、岐阜県恵那市、青森県八戸市、富山県氷見市、香川県三豊市、大分県宇佐市、 

宮城県利府町、香川県土庄町、沖縄県石垣市、香川県小豆島町、沖縄県宜野湾市、長野県岡谷市、 

岩手県一戸町、福岡県福津市、長野県飯島町、佐賀県吉野ヶ里町、岩手県西和賀町 

 

【令和 2 年（2020 年）】 

秋田県潟上市、石川県宝達志水町、岩手県陸前高田市、宮城県大崎市、富山県入善町、 

鳥取県日南町、三重県多気町、埼玉県滑川町、富山県立山町、沖縄県粟国村、北海道上砂川町、 

宮城県色麻町、長崎県対馬市、宮城県加美町、北海道斜里町 

 

【令和 3 年（2021 年）】 

群馬県藤岡市、高知県本山町、福岡県須恵町、北海道鶴居村、秋田県にかほ市 

以上 

 

 

 

 

 

 


